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Purpose

三菱ケミカルグループ株式会社

私 た ち は 、革 新 的 な ソ リ ュ ー シ ョ ン で 、

人 、社 会 、そ して 地 球 の 心 地 よ さ が 続 い て い く

K A I T E K I の 実 現 を リ ー ド して い き ま す 。
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私どものパーパスは、「私たちは革新的なソリューションで、人、社会、そして地球の心地よ
さが続いていくKAITEKIの実現をリードしています」です。このパーパスの実現に向けて、一つ
一つ積み重ねて5か年計画と10年間のVisionの達成を目指しています。



KAITEKI Vision 35 の事業領域の特定

三菱ケミカルグループ株式会社

Purposeに立脚し、重要な社会課題を踏まえ、KAITEKI Vision 35へアップデート

KAITEKI Vision 30

5つの重要な社会課題

持 続 可 能 な
資 源 管 理

エ ネ ル ギ ー の
有 効 利 用 と 脱 炭 素 化

デ ジ タ ル 技 術 の
高 度 化

食 ・ 水 資 源 の
有 効 利 用

健 康 寿 命 の 延 伸

1. 自社製品および顧客製品の環境負荷を低減する基礎化学品およびその誘導品

食の品質保持

新しい治療に
求められる技術や機器

グリーン・ケミカル1の
安定供給基盤

環境配慮型モビリティ

データ処理と
通信の高度化

KAITEKI Vision 35 注力事業領域

5

皆さんにご披露させていただいたKAITEKI Vision35の領域の特定についてですが、重要な社会
課題としては、エネルギーの有効利用と脱炭素化、そして持続可能な資源の管理、デジタル技術
の高度化、食・水資源の有効利用、健康寿命の延伸という5つの社会課題を取り上げさせていた
だきました。これらの課題をビジネスの注力領域としてお伝えさせていただきます。

まず1つ目がグリーン・ケミカルの安定供給基盤、2つ目は環境配慮型モビリティ、3つ目は
データ処理と通信の高度化、4つ目は食の品質保持、そして最後に、新しい治療に求められる技
術や機器です。



三菱ケミカルグループ株式会社

食の
品質保持

環境配慮型
モビリティ

新しい治療に
求められる技術や機器

データ処理と
通信の高度化

環境対応に伴う
モビリティの進化を

素材で支える

新しい治療を
医療グレードの

高機能素材で支える

半導体高度化の
エコシステムを

支える

おいしさを⾧持ちさせて
食の流通・加工プロセス

を支える

5つの注力事業領域におけるVision

社会が求める最適なソリューションを提供し続けるグリーン・スペシャリティ企業になる

グリーン・ケミカルの安定供給基盤

化学産業のグリーン化をグローバルにリードする
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私どもは、素材がベースとなっており、さまざまな基礎原料も手掛けております。また、それ
を利用したさまざまな機能商品やコンポジットも作っております。

基盤となるものとしては、グリーン・ケミカルの安定供給基盤があり、化学産業のグリーン化
をグローバルにリードしていきます。

環境配慮型モビリティについては、環境に伴うモビリティの進化を支えてまいります。
データ処理と通信の高度化については、半導体高度化のエコシステムを支えます。
食の品質保持については、美味しさを⾧持ちさせ、食の流通・加工プロセスを支えます。
新しい治療に求められる技術や機器では、新しい治療、医療グレードの高機能素材で支えてま

いります。
この5つを基盤として、今後の事業に取り組んでまいります。



会社が提供するもの

• 一人ではできない大きな仕事
への挑戦の機会

• 貢献・成果に応じた属性に
捉われない適切な処遇

• 自律性を尊重するオープンで
透明性の高い職場環境
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KAITEKI Vision 35 ESG経営の強化

2050年度カーボンニュートラル、
社会のサステナビリティ実現に貢献

会社と個人が共に成⾧、
グループ全体の人的資本を最大化

Environment

Social 働く個人の資質

• 環境変化をチャンスとする力

• 尖った強み

• AIに代替されないソフトスキル

• オーナーシップ

• 「つなぐ」精神

選び
選ばれる

Governance

変革と企業価値向上を支える
コーポレートガバナンス体制の確立

短中期施策

•最適な燃料転換によるGHG削減
•水資源の利活用 ・廃棄物の削減
•CO2利活用着手（バイオ・CCUS1）
•各種化学品リサイクルの商業化とスケールアップ
•グローバル連携
•サプライチェーンマネジメント強化（人権DD等）

•水素・アンモニアへの燃料転換
•CCUS実装
•バイオマス原料活用
•地域・コンビナート連携

⾧期施策

取締役会の実効性向上

•モニタリングの強化
•戦略議論の充実
•指名委員会の実効性向上

取締役会

監査委員会 報酬委員会 指名委員会

執行部門

業務執行の監督
業務執行の決定の委任

社外取締役

社内取締役三菱ケミカルグループ株式会社

1. Carbon Capture, Utilization and Storage

本日はESG経営の強化ということで、「Environment」については三田から、「Social」につ
いては田中から、「Governance」については藤原から、それぞれ説明させていただきます。



三菱ケミカルグループ株式会社

世 の 中 が ま す ま す 複 雑 化 し 、

変 化 の ス ピ ー ド が ぐ ん ぐ ん 速 く な り 、

顧 客 の ニ ー ズ も ど ん ど ん 難 し く な る 中 で 、

社 会 課 題 に 最 適 な ソ リ ュ ー シ ョ ン を 提 供 し 続 け 、

素 材 の 力 で 顧 客 を 感 動 さ せ る

「 グ リ ー ン ・ ス ペ シ ャ リ テ ィ 企 業 」 に な る 。
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2 サステナビリティ

目 次

執行役員
チーフサステナビリティオフィサー
三田 紀之



サステナビリティ
・KAITEKI Vision 35とサステナビリティ

・サステナビリティの全体像

・CNへの取組み、GHG排出

・CEへの取組み

・具体的プロジェクトの進捗状況

・サステナビリティの推進体制



KAITEKI Vision 35と
サステナビリティ
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当 社 が 解 決 で き る 社 会 課 題 を 特 定 し
バ ッ ク キ ャ ス ト ア プ ロ ー チ

KAITEKI
Vision 

35

2050年

未来

2024年

現在

新中期
経営計画

2029

当 社 の 強 み を 活 か し 収 益 性 を 高 め る
フ ォ ア キ ャ ス ト ア プロ ー チ

私 た ち は 、革 新 的 な ソ リ ュ ー シ ョ ン で 、

人 、社 会 、そ し て 地 球 の 心 地 よ さ が 続 い て い く

K A I T E K I の 実 現 を リ ー ド し て い き ま す 。

KAITEKIを革新的なソリューションで実現することが私たちのパーパスです。人、社会、地球
の心地よさと快適さ、それ自身がサステナビリティです。

地球環境が良好であり、人や社会にとってエコの観点（E）、社会的責任（S）、ガバナンス
（G）ということでして、私たちの会社全体が、このサステナビリティを実現することを目的と
しております。

今回の「KAITEKI Vision 35」および中期計画では、将来の社会課題を見据え、私たちの強み
と収益性を高める分野を特定する作業をフォアキャストとバックキャストの両方で行ってまいり
ました。簡単に言いますと、「KAITEKI Vision 35」は、私たちがサステナビリティをどのよう
に事業として取り組み、将来に向けて収益を上げていくかを考えるものです。



三菱ケミカルグループ株式会社

食の
品質保持

環境配慮型
モビリティ

新しい治療に
求められる技術や機器

データ処理と
通信の高度化

環境対応に伴う
モビリティの進化を

素材で支える

新しい治療を
医療グレードの

高機能素材で支える

半導体高度化の
エコシステムを

支える

おいしさを⾧持ちさせて
食の流通・加工プロセス

を支える

5つの注力事業領域におけるVision

社会が求める最適なソリューションを提供し続けるグリーン・スペシャリティ企業になる

グリーン・ケミカルの安定供給基盤

化学産業のグリーン化をグローバルにリードする
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私たちの注力する5つの領域です。どれもサステナビリティの観点から、課題をどのように解
決していくかという視点で取り組んでおります。

特にグリーン・ケミカルのところについては、私たちが素材供給産業として、素材自体をカー
ボンニュートラルやサーキュラーエコノミーの観点からグリーンなものに変えていき、世界に
ベーシックなグリーン・ケミカルを提供することに努めております。このベースの上に、私たち
のお客様のサステナビリティへの様々な要請に対して、私たちの強みのある分野でお答えしてい
こうということです。

環境配慮型モビリティについては、例えばEVなどの電池分野での貢献や、軽量化や車体への貢
献などが含まれております。

通信分野では、高性能で省エネの製品を実現するための素材を提供すると共に、プロセスにお
いて発生する廃棄物や使用する水を少なくし、プロセス自体をクリーンにしていくことを目指し
ています。

また、食の分野についても、私どもの素材などを活用し、食品廃棄物の削減に貢献します。
最後に、医療分野でも新しい治療法や高品質な素材を提供し、社会に貢献していきます。
このように、5つの分野すべてにおいて、私どもがどのようにサステナビリティを進めて事業

にしていくかを示しています。



サステナビリティ
カーボンニュートラル達成、社会のサステナビリティ実現に貢献

•最適な燃料転換による
GHG削減

•水資源の利活用
•廃棄物の削減
•CO2利活用着手

（バイオ・CCUS1）

•各種化学品リサイクルの商業化
とスケールアップ

•グローバル連携
•サプライチェーンマネジメント

強化（人権DD等強化）

•水素・アンモニアへの燃料転換
•CCUS実装
•バイオマス原料活用
•地域・コンビナート連携

短中期施策 ⾧期施策

注力事業領域を軸に施策実行

LCA活用
基盤確立

FY2024

FY2035

FY2050に向けた
次期目標達成

FY2030

FY2050

カーボンニュートラル達成
サステナビリティ実現

1. Carbon Capture, Utilization and Storage

GHG削減目標達成
FY2019比▲29%

(グローバル、Scope1&2)

三菱ケミカルグループ株式会社14

カーボンニュートラルについてです。2030年については、GHGをグローバルで29％削減する
という目標を掲げ、2050年にはカーボンニュートラルを達成しようと考えております。



サステナビリティの全体像

15 三菱ケミカルグループ株式会社



リスク

サステナビリティ対応の全体像

16 三菱ケミカルグループ株式会社

機会

インパクトを低減するソリューションを
社会に提供し成⾧する

企業活動の環境・社会等に関するインパンクト

 成 ⾧ 機 会 の 特 定 と 創 出
 競 争 力 強 化

ソ リ ュ ー シ ョ ン を 求 め る 市 場 の 拡 大

自らのインパクトを管理する

ポ リ シ ー 策 定
（ イ ン パ ク ト 低 減 方 針 ・ 目 標 ）

把 握 ・ 評 価
 自 社 製 品 の イ ン パ ク ト 低 減
 製 品 ・ サ ー ビ ス に よ る 社 会 の イ ン

パ ク ト 低 減 へ の 貢 献
表 示 ・ 報 告 ・ 開 示

パ フ ォ ー マ ン ス 改 善

経営戦略

機会とリスク
目指すべき企業像
方向性と指標
ポートフォリオ 

製品市場・顧客 資本市場・社会

サステナビリティにはリスクと機会の両面があると考えております。
過去、サステナビリティというのは、自らが環境や社会に与えるインパクトについて、どのよ

うに対応していくか、戦略を立て、KPIを作成し、実際のパフォーマンスを把握し、改善してい
くものでした。そして、これを社会に示し、報告することで、社会のステークホルダーや市場に
向けて会社全体のパフォーマンスを発信することが重要でした。

しかしながら、現在では世の中の関心が変わりつつあります。会社自体がどのようにサステナ
ビリティを達成していくかではなく、お客様や私どもの提供する製品、サービスがどのようなサ
ステナビリティ性能を持っているのかを問われるようになってきました。

例えば、GHGのScope1という自社排出だけでなく、その前後のScope3まで含めてどうなのか
という質問を受けるようになっております。例えば、「自社だけではなく、サプライチェーン全
体がどのようにサステナビリティを達成しているのか？」という質問をいただくことが増えてお
ります。つまり、提供する製品やサービスがどのようなサステナビリティ性能を持っているのか
が問われる時代になってきているのです。これは、お客様や市場が、製品やサービスのサステナ
ビリティを重視し、その性能を評価するようになっていることを意味します。逆に言いますと、
こういったお客様や市場の要求に対して、私どもがビジネス機会を見いだせるということだと思
います。この観点から、ソリューションを市場に提供する際にお客様のニーズに応えていく形で、
サステナビリティをリスクだけではなく機会として捉えていきたいと考えております。



LCA (トレーサビリティ、データマネジメント)
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化学産業のグリーントランスフォーメーションの方向性

エネルギー利用
オフガス

Scope3 上流

エネルギー利用
オフガス

Scope1

エネルギー利用

Scope1/2 Scope3 下流

燃焼

エネルギー転換
（水素 アンモニア

再生可能エネルギー）

分別・前処理・リサイクルScope3 調達方針

・全産業共通の課題
・コスト低減と適切な時間軸が必要
・合理的コストのエネルギー源獲得が肝要

原料転換
（バイオ原料

リサイクル原料 CCU）

・化学産業が提供できる独自のソリューション
・CN（Scope3）とCE（プラ・炭素循環）の双方に対応
・価値と競争力の源泉となりうる

採掘 精製 クラッカー 化学プロセス 加工製造 使用 収集

化学産業におけるグリーントランスフォーメーションについてご説明いたします。
化学産業には非常に複雑で⾧いサプライチェーンが存在します。この中で、私どもがGHG排出

に関して直接関与しているのはクラッカーや化学プロセスからの排出です。これらのプロセスか
ら出るエネルギー利用やオフガスが主なGHG排出源となっています。一方、川上のプロセスで
は、化石原料の採掘や精製に伴って様々な環境負荷が生じ、GHGが排出されています。また、私
どもの製品を使用したり、最終的に廃棄する際にも環境負荷があります。このようなサプライ
チェーン全体でのGHG排出を考慮し、環境負荷の削減に努めてまいります。特に、私どもの製品
は炭化水素であるため、燃焼させれば非常に多くのGHGが排出されます。

これらのプロセスに対する対応方法として2つあると考えております。
１つ目は、私どもが直接排出しているScope1およびScope2を減らすためのエネルギーの転換

です。このために、カーボンニュートラルなエネルギー源を調達して転換するプロセスが必要だ
と考えています。コストを下げながら、この合理的なコストの新しいエネルギー源をどのように
獲得するかが重要になってきているところです。

２つ目は、⾧期的には、私どもの素材自体を原料から変えていく必要があるかと思います。大
きく三つの選択肢があります。バイオ原料、リサイクル原料、そしてCCUです。このようなルー
トで化石原料から脱却していくことが必要になります。バイオ原料やCCUは空気中の二酸化炭素
を活用することで炭素循環を実現します。リサイクルはプラスチックの循環を促進します。いず
れもサーキュラーエコノミーに貢献するものです。従って、カーボンニュートラル、特に
Scope3とサーキュラーエコノミーの双方に対応できるということで、⾧期的には化学産業とし
てこちらを目指していきたいと考えております。ただ、これはかなり⾧期的な取り組みであり、
⾧期戦をきちんと一歩一歩戦っていくことが必要だと思っております。



三菱ケミカルグループの取り組み
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リサイクル・バイオマス・CO₂ 3ルート全ての事業化に取り組んでいます

リサイクル CO2＋再エネ バイオマス

超臨界水を用いた油化による
廃プラのケミカルリサイクル

2025年度商業運転開始＠茨城

バイオエタノールを原料とした          
植物由来エチレン・プロピレンの製造

事業化検討中＠茨城

CO₂とグリーン水素を原料とした
ポリプロピレンの製造

事業化検討中＠アブダビ

すでに、三つのルートで原料転換に取り組むことを目指しています。
リサイクルについては、鹿島にケミカルリサイクルのプラントを建設し、来年度にはこれを商

業化したいと思っております。
また、バイオエタノールからエチレン・プロピレンを造ることも検討しています。
二酸化炭素と再生可能エネルギー由来の水素から化学品を作る工程については、アブダビにお

いてフィジビリティスタディを進めており、これも推進していく方針です。
このような形で、私どもは燃料転換をすぐに進めるとともに、⾧期的に化学会社としてイノ

ベーションを図りながら原料転換を進めていく、という両方を進めております。



CONFIDENTIAL三菱ケミカルグループ株式会社

取り組む重要課題と当社施策

19

ステップ1 当社の取り組みの強化 ステップ2 サステナビリティで伸びる領域への貢献

燃料転換＋原料転換・CCS

水・廃棄物による生態系・土壌への影響低減 水・廃棄物（土地）の有効活用に向けた貢献

CE関連ビジネスの機会を促進（欧州ELV規制への対応等）   

製品/ビジネスのCFP/PEF算定・表示

サステナビリティ開示規制（CSRD/SSBJ等）対応

製品・ビジネスデータ（CFP/PEF）表示＋サステナビリティ開示/報告対応のためのデータマネジメントの高度化・効率化

サステナブル調達強化

環境インパクト
低減

CE推進

LCA推進

サステナビリティ
開示/報告

データ
マネジメント

サプライチェーン
マネジメント

今後どのような課題に取り組んでいくかについてお話ししたいと思います。
ステップ１としては、私どもの製品をグリーン化し、サーキュラー化していくことです。ス

テップ２としては、お客様のニーズに応えるということです。
環境インパクトについては、燃料転換や原料転換、水や廃棄物の対策を進めていくことが必要

です。これに加えて、ビジネスの観点からも考えていきたいと思っています。
サーキュラーエコノミーについては、現在さまざまな規制があり、再生材の使用が推奨されて

います。このような規制をビジネスチャンスとして捉え、どのように進めていくかを検討してい
ます。

また、GHG削減やサーキュラー化を進めるにあたり、私どもの製品、ビジネスがどの程度環境
インパクトがあるかを示す必要があります。具体的には、環境フットプリントやカーボンフット
プリントを正確に表示することが求められています。これは、私どもの製品が生き残り、変革を
遂げるためだけでなく、お客様に貢献するためにも重要です。そのために、LCAを用いて計算す
る体制を構築し、さらに広げていきたいと考えています。

一方で、会社全体のサステナビリティのパフォーマンスについて、国際的に開示の規制が非常
に強くなってきております。ヨーロッパではCSRD、日本でもSSBJという形で開示規制が入って
参ります。これらの規制にきちんと対応することが重要です。製品やサービスの環境フットプリ
ントをきちんと表示する一方で、会社全体の対応を示すためには、データをきちんと管理する必
要があります。これはお客様にとっても非常に重要なデータとなりますので、そのトレーサビリ
ティを確保するために、上流から下流までのデータをきちんとデジタル化し、把握する取り組み
を進めていきたいと思います。

また、上流での調達が環境に与えるインパクトも重要です。Scope3もその一環ですが、調達
においてもサステナビリティを盛り込む取り組みを進めていきたいと考えております。



グリーントランスフォーメーションのビジネス戦略への組み込み
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現 状 課 題

 自社製品・サービスのGX化

 他者（社会・消費者・顧客）の
GXに対するソリューション提供

 使用場面に応じた製品機能

 環境配慮設計

 ビジネスモデル（シェアリング等）

当 社 が 提 供 す る ソ リ ュ ー シ ョ ン

 GHG削減・低CFP

 循環素材（バイオ・リサイクル）

 その他の低環境負荷

CN・CE要請

 GXで成⾧する市場

 エネルギー（非化石、省エネ、築エネ）
 モビリティ（EV、燃費改善、e燃料）
 建築（建築時及び利用時の省エネ）
 消費財・廃棄物対策
 デジタル（半導体）

社 会 の G X 要 請

 CN要請（Scope3含めたGHG削減）
 CE要請（リサイクル・バイオ比率）
 その他の低環境負荷（廃棄物・水等） 

今までご説明いたしました全社的な取り組みとともに、各ビジネスがどのように取り組んでい
くかについてお話しします。

社会からのGXの要請に応じるために、我々の製品自体をカーボンニュートラルにすることが
求められています。

また、GXにおいてお客様の課題に答えることで市場が開拓されます。具体的には、GHG削減
作業を行ったり、バイオ・リサイクルを活用すること、廃棄物や水の使用を削減することが重要
です。さらに、お客様が製品を使用する場面において、⾧寿命や耐熱性、薄型・軽量といったさ
まざまな機能を提供すること、そしてリサイクルしやすい設計にすることが求められます。この
ように、お客様のニーズに応えることで、ビジネスとして収益化を図りたいと考えております。



CNへの取組み、GHG排出
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社会価値 サステナビリティ

環境との共生に向けた
サステナビリティ目標

2030年の目標達成に向けて着実に実行

1.  三菱ケミカル株式会社 およびグループ 会社
2. 化学的酸素要求量（有 機物などによる水 質汚濁の程度を示 すもので、酸 化剤を加えて水 中の有機物と 反応（酸化）させ たときに消費する酸化剤 の量に対応する酸素量を濃度 で表した値）
3. カーボンニュートラル 

GHG排出の削減
(FY19対比)

0
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20

百万t
CO2

FY19 FY20 FY21 FY22 FY30

15.7

11.1

0

(基準年)

16%削減
（実績） 29%削減

（目標） CN3の
達成

三菱ケミカルグループの
CN達成と

社会のCN実現に貢献

FY23

13.2

FY30

-29%

廃棄物の削減
(FY23対比)

FY29

-50%MCC1国内
最終処分量

水資源マネジメント
COD2

(FY23対比)

FY29

-310t
MCC1国内

GHG排出削減の計画と進捗 (Scope 1&2)

5

FY50

FY30目標達成に向けた施策
• 製造プロセスの合理化・省エネ化
• LNGへの燃料転換

• 新技術導入
• 事業構造改革

三菱ケミカルグループ株式会社22

カーボンニュートラリティおよびGHG削減についての取り組みをご説明いたします。
私どもの環境関係については、今回の中期計画で3つの約束をしております。
1つ目は、2030年までにGHGを29%削減することです。2つ目は、廃棄物を日本国内で半

減させることです。3つ目は、CODを約310t削減することです。
このうち、特にGHGについては実績を書いております。実はGHG削減の実績というの

は、毎年の生産量や景気などにも影響されるところがあり、増減がありますが、今までのと
ころ着実に減少してきております。11年間で29%削減ということですので、毎年着実に進め
ており、4年間で16%削減です。今後、我々は成⾧もしていく必要がありますので、この成
⾧も踏まえながらどのように削減していくかが課題だろうと思っております。
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1,571

▲ 382

▲ 148
▲ 22 96

1,115

2019年度 購入電力排出係数改善 燃料転換 プロセス合理化 事業成⾧ 2030年度
0 

200 

400 

600 

800 

1,000 

1,200 

1,400 
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1,800 

削減率29%
▲456見込み

［万t-CO2/年］

• 各国における電力排出係数の改善
2030年の排出係数（t-CO2/MWh、各国の計画に基づく）

日本：0.273 米国：0.163 EU：0.072 中国：0.340 アジア：0.326

• 太陽光発電設置、洋上風力由来電力購入
太陽光発電設置：中日本（大垣、滋賀）、九州（福岡、熊本）、広島（検討中）

• 自家発設備の改造、新設
• 自家発設備の燃料転換（脱石炭・LNG化）

【実施済▲45】
・熊本石炭停止/東海（三重）重油ボイラ停止（2021年）
・広島石炭1基停止（2024年）

【実施予定▲41】
・東海（三重）石炭1基停止→LNGパッケージボイラ ▲11（2025年～）
・九州（福岡）石炭停止→LNGボイラ供給 ▲30（2026年～）

【具体策検討中▲62】

各プラントの効率装置への更新等

G
H

G
排

出
量

2030年GHG削減計画（新中期経営計画2029）

具体的に現在の状況をご説明いたします。これは新中期計画でも説明しましたが、より具体的
にその内訳をお示したものです。

2019年度の目標に対して、2030年度までに29%削減することを目指して進めております。
このうち、電力係数の削減に関しては、各国それぞれの目標と電力会社が達成する計画に基づ

いて見込んでおります。それ以外の私どもの努力として、太陽光発電を既に中日本の大垣、滋
賀、九州などで導入しており、広島でもさらに導入を検討しております。

次に、燃料転換についてですが、全体で現在148万トンの削減を考えております。このうち45
万トンは既に実施が進んでおります。残りの内、41万トンも既に対応内容は決まっており、今後
一年で実現する予定です。残りの62万トンについては、現在どのように燃料転換を進めていく
か、削減をどのように実現するかを検討している状況です。

また、プロセス合理化については、各プラントでの効率化を進めることで22万トンの削減を目
指しております。

事業成⾧に伴って排出が増えることも見込まれており、現時点では約100万トンの増加が予想
されます。したがって、単純に456万トン減らすだけでなく、事業成⾧分の96万トンも含めて、
これら三つの対策で対応していきたいと考えております。



GHG（Scope1,2） 2019年基準年排出量と削減に向けた施策

24

米国
18%

欧州
7%

中国
3%

アジア
7%

日本

65%

ケミカルズ事業1

77%

グループ事業2

23%
Scope2

プロセス

副生

燃料（石炭）

燃料（天然ガス）

燃料転換
再エネ導入
（将来）水素

プロセス転換

排出係数改善

省エネ
（将来）

CCS、オフセット

• Scope1, 2の大半は日本、ケミカルズ事業

• 2050年度カーボンニュートラル達成に向けて、燃料転換、Scope2排出係数改善等を推進

1 . スペシャリティマテリアルズ事 業、MMA ＆デリバ ティブズ事業、及 びベーシック マテリアルズ＆ポリマ ーズ事業
2. ファーマ事業及び産業ガス 事業

削減に向けた施策

三菱ケミカルグループ株式会社24

私どものGHGについてお話しいたします。
Scope1とScope2につきましては、日本が主な対象です。対応すべき大きなものは、燃

料、特に石炭の部分と電力です。2030年目標に向けて、まずは燃料転換とScope2の排出係
数削減を進めます。

私どもが購入しておりますエネルギー会社、電力会社でも排出係数を下げていただいてお
りますので、排出係数の削減、太陽光の導入といった形でこの係数を下げ、省エネをきちん
と取り組んでいくことを、2030年に向けて進めたいと思っております。 



2030年度以降

三菱ケミカルグループ株式会社

GHG削減のプロセス
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• Scope1, 2, 3 2030年度までの対応継続

• 燃料転換（LNG→再エネ、水素、アンモニア、e-メタン）

• 抜本的プロセス転換（原料転換）

• CCS、オフセット

2030年度にむけて

• Scope1 燃料転換（石炭→LNG、電力、再エネ）、プロセス合理化

• Scope2 購入電力の排出係数改善、省エネ

• Scope3 サステナブル・サプライチェーン・マネジメント

 サステナブル調達の強化（サプライヤー対応）

• モニタリング、データマネジメント

• 炭素価格制度への対応

• 日本 :   化石燃料賦課金（2028年～）

                GX-ETS（排出量取引制度）第２フェーズ（2026年～）

• EU   :   CBAM課金 (2026年～）

                CBAM対象セクターのETS無償割当削減

お話しした内容を文章にしたものがこちらです。
2030年に向けて燃料転換を進めるということで、石炭をLNGに置き換え、電力に変えて

再生可能エネルギーを導入していくこと、プロセスを合理化していくこと。Scope2では購入
電力の排出係数削減、省エネに取り組むことを考えております。日本でも炭素価格が導入さ
れてまいります。化石燃料の賦課金が2028年度から、また排出量取引制度も2026年度から
導入される予定です。もちろん、ヨーロッパでも同様にETSの強化が進んでおりますので、
こういった点を見極めながら、これにきちんと対応しつつ、私たちの目標を達成していきた
いと考えています。

2030年度以降については、今までやってきた2030年までの対応に加えて、抜本的な燃料
転換を進めていきます。再生可能エネルギーの観点ですと、日本では海外から水素やアンモ
ニアを導入しようという動きがあります。これがいつ頃どの程度入ってくるかはまだ予測で
きませんが、こういったものを適切に活用する。あるいは、ガスのe-メタン化を進めるとい
う動きもあります。供給側の事業者様の動向にもよりますが、私たちはこれらの動きをきち
んと活用していきたいと考えております。一方で、プロセスから排出されるものもありま
す。これは先ほど申し上げた原料転換を行うことで、プロセス由来の排出を減らすことがで
きます。例えば、バイオ原料を使用することで排出をなくすことができますので、このよう
な形で原料を転換していくことがあります。また、それ以外にもCCSやオフセットの手段も
考えられます。このような形でプロセスを進める一方で、モニタリングデータの管理をしっ
かりと進めていきたいと考えております。 
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GHG削減のプロセス（～2030年度）
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2025年度までに燃料転換（石炭→LNG）の詳細設計を進め、2030年度までに脱石炭化の完了を目指す

電力会社排出係数の改善

再エネ由来電力導入開始

設計：自家発設備の改造、新設範囲の決定

設備対応：自家発設備の燃料転換

省エネ対応：各プラントの高効率装置への更新等

エネルギー

購入電力

排出係数

改善
（Scope2 ▲382万t）

燃料転換
（Scope1 ▲148万t）

プロセス合理化
（Scope1 ▲22万t）

プロセス

2019年度 2030年度2025年度

2030年度までに目標達成のために最も大きな寄与をすると考えているのが、購入電力の排
出係数の削減です。これは、電力会社の排出係数が年々低下していること、そして私ども自
身も再生可能エネルギーの電力を導入していることに基づいております。2030年度に向け
て、この再生可能エネルギーの電力量を確保したいと考えています。また、燃料転換、特に
石炭火力の燃料転換も既に設計を進めており、今後は具体的な対応を進める計画です。既に
対応を進めているものもあります。もう一つは、プロセスの合理化です。 
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ケミカルズ事業拠点における燃料転換の取り組み
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九州（熊本）
2020年度 石炭ボイラ停止
2024年度 太陽光発電設備設置
2023年度～ 太陽光発電・オンサイト
PPA導入検討

九州（福岡）
2023年度 太陽光発電設備設置
2026年度 石炭ボイラ停止→LNG化

広島
2024年度 石炭ボイラ１基停止
2025年度 太陽光発電設備設置計画中

中日本（滋賀）
～2019年度 太陽光発電設備設置
2023年度～ 太陽光発電・オンサイト
PPA導入検討

富山
2025年度 重油→都市ガス化

東海（愛知）
2024年度～ 太陽光発電・オンサイト
PPA導入検討

中日本（大垣）
～2019年度 グリーン電力証書購入
2022年度 CO2フリー電力購入
2023年度 太陽光発電設備設置

東海（三重）
2021年度 重油ボイラ停止
2025年度 石炭ボイラ１基停止→LNG化

製造拠点 他Gr会社

こちらに具体的な拠点ごとの地図を示しております。各拠点でこのような形で努力を進め
ております。



Scope3: 47,046千tCO2e（2023年度実績）

上流 自社 下流

三菱ケミカルグループ株式会社

Scope3について

28

• Scope3はサプライチェーンの「上流」と「下流」、GHGプロトコルにて規定された15のカテゴリーに分類

• Scope3に係るGHG排出量は47,046千tCO2e、内カテゴリ1・11・12がScope3全体の90%を占める（2023年度実績）

Scope3

• 原材料
• 資本財
• Scope1,2に含ま

れない燃料及びエ
ネルギー関連活動

Scope1

直接排出

Scope2

間接排出

Scope3

• 輸送・配送
• 製品の加工
• 製品の使用

• 輸送・配送
• 廃棄物
• 出張
• 通勤
• リース資産

• 製品の廃棄
• リース資産
• フランチャイズ
• 投資

カテゴリ1
38%

カテゴリ11
34%

カテゴリ12
16%

その他
 12%

購入した製品・サービス 販売した製品の使用 販売した製品の廃棄

Scope3の削減についてご説明いたします。
Scope3とはサプライチェーンにおける排出量を指します。上流と下流ということで、い

くつかのカテゴリに分かれております。
上流につきましては、やはり原材料が多くを占めております。それに対して、例えば製造

業では、川上のサプライヤーさんが使用する電力活動なども含まれてきます。上流の部分に
加え、私どもが製品を作った後の下流の部分もあります。

我々の排出に関しては、一番多いのはカテゴリ1、つまり購入した製品やサービス、原材
料に含まれる部分です。その次に、販売したものを使う部分、あるいはそれを廃棄した部分
が多くを占めております。まずは、このカテゴリ1、一番大きな4割を占める部分の削減を進
めたいと考えております。
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Scope3 カテゴリー１削減とサステナブル調達のアクションプラン

• Scope3 カテゴリー１削減のため、排出原単位を現状の二次データからサプライヤー算定データへ要変更

• サプライヤーの取組みを共有・支援し、サプライチェーン全体のGHG削減を目指す
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1

2

3

4

5

2025年度上期

サプライヤーエンゲージメントの準備（調達の仕組みの改善検討）

2025年度下期

サプライヤーエンゲージメント（サプライヤーへの説明会、意見交換会の開催）

2026年度

サプライヤー算定データの取得 ＠MCC1国内グループ会社（サプライヤーとの対話・情報の把握）

2026年度～2028年度

サプライヤー算定データの取得 ＠MCC 1海外グループ会社、その他グループ会社

2029年度

CSRD/CSDDD2 欧州域外適用 …Scope3目標設定が義務化される動き

1.  三菱ケミカル株式会社
2. Corpora te  Susta inab i l i t y  Due Di l igence  Directive
（EUのコーポレート・ サステナビリティ・デュー ディリジ ェンス指令）

サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
調
達
活
動

削
減
目
標
検
討

カテゴリー1についてご説明いたします。
実は、全ての事業者から全てのデータをいただけるわけではありません。多くの企業で

は、自社のデータを計算することが難しいため、おおよその購入量や生産量を基に推計して
おります。この際、産業連関表などの二次データを使用することが一般的です。しかし、こ
れにより購入量とその係数に比例したデータが作成されます。この係数は5年から10年ごと
に更新されるものの、すぐに改善できるわけではありません。そのため、Scope3への対応
として単純に活動を停止したり、生産を減らすことが解決策になることがあります。

これを避けるため、個別の事業者から正確なデータを収集し、サプライヤーの削減努力を
促進する必要があります。このためには、個々のサプライヤーとより対話をする必要があり
ます。これまでCSR調達を通じてサプライヤーと連携してまいりましたが、今後はさらにこ
れを強化し、できる限りサプライヤー算定データに置き換えることを目指します。また、基
準年のデータや今後の見通しについても正確に把握し、Scope3の目標を策定いたします。
これにより、単純な活動停止や生産減少に頼らない、持続可能な解決策を見出してまいりま
す。実際に二次データをサプライヤー算定データに置き換え、サプライヤーときちんと対話
をして削減していくという地道な努力が必要です。

欧州のCSRDではScope3の目標が義務化されるかと思っておりますので、それまでにこの
目標を設定するための基盤を数年間で作っていきたいと考えております。



CONFIDENTIAL

サステナビリティ調達活動

三菱ケミカルとそのグループ会社は、主要な取引先へCSRアンケートを実施、アンケート結果を分析し、ESG関連

課題に対する取り組み状況に応じてA～Dのランクへ分類
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購入金額に占める

CSRアンケート調査実施率

83%

CSRアンケートによる

当年度評価社数

1,161社

CSR調達説明会による

サプライヤ教育

（対象：B, C, Dランク）

307社

個別ヒアリングの実施

（対象：C, Dランク）

155社
23年度実績 21-23年度実績 21-23年度実績 21-23年度実績

※CSRアンケートのランクと 定義
  A：十分な取り組みができており、人権への負の影響が少ないと思われるサプライヤ  B：取り組みができており、継続的な活動を通してレベルアップをお願いしたいサプライヤ 
   C：取り組みはできているが、一部懸念が見られるサプライヤ             D：取り組みが不十分である可能性があり、最優先に状況を確認したいサプライヤ

三菱ケミカルグループ株式会社

すでにCSRアンケートに対応しております。
しかしながら、一般的なCSRの部分が多かったため、Scope3や最近議論となっている人

権デューデリジェンスなどを含めて、サプライヤーとのエンゲージメントを強化していきた
いと考えています。

施策の一環として、サプライチェーンマネジメントの強化とサプライヤーエンゲージメン
トの強化を進めてまいります。



CEへの取組み
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2050～2040～2030～20252024202320222020～2020（年）

グローバル

日本

欧州

米国

中国

プラスチック、CE関連規制の動向

• ①プラスチック汚染対策、②CE・資源効率性、の双方の観点から、プラスチック/CE規制が進展、欧州がリード

• CE/環境配慮デザイン、再生材利用（リサイクル比率）、目標設定、一定の化学物質やプラスチックの生産・利用

制限、などの規制措置

三菱ケミカルグループ株式会社

 プラ汚染防止条約による合意（INC）

 プラスチック資源循環促進法

 再生材利用（リサイクル比率）などの規制強化を議論中

 エコデザイン規制 ESPR(化学他広範囲への適用)
 包装廃棄物規制PPWR

 自動車規制ELVR

 新循環経済
行動計画

 フランス＆
ドイツ循環
経済法

 2019年
使い捨てプラ
指令SUP

 CA他(州レベル)
リサイクル含有量目標、ばら売り等のプラ禁止

 2017年 プラを含む廃棄物原料の輸入禁止

 廃プラ汚染防止技術規準

飲料ボトルのリサイクル材割合を 2025 年までに 25%、2030 年までに 30%

自動車のリサイクル材割合を 2025 年までに 25%

2030年すべての包装材をリサイクル可能、2040~リユース品のみ流通可能

2030年までに固形廃棄物のリサイクル率を50％に

サーキュラーエコノミーへの取り組みについてご説明いたします。
現在、国際的に非常に規制が進んでおります。特にヨーロッパにおいては、設計をよりリ

サイクルしやすいものにすることや、再生材や再生プラスチックを使用することが求められ
ています。私どもに最も関係のある容器包装、特にプラスチックのリサイクルに関する規制
が導入されつつあります。また、自動車へのリサイクル規制も議論されております。従いま
して、ヨーロッパを中心にリサイクル材の需要が非常に増加しております。これにきちんと
対応していく必要があると考えております。

一方、国際的にもプラスチック汚染に対応する条約が議論されております。昨年末にまと
められる予定でしたが、各国の反対がありまとまりませんでしたが、プラスチックの生産量
を減らし汚染を減らすためには、廃棄物を管理し、リサイクルを推進する方向に進むことは
間違いありません。従いまして、今後プラスチックのリサイクルを求める機会が大幅に増え
ると考えております。これを私どもの提供する価値としていきたいと思っております。鹿島
でのリサイクルはその第一歩だと思っております。
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CEへの取り組み

CEは、リサイクルだけでなく、設計・製造・販売・利用・回収のライフサイクル全体を通じた総合的対応が必要
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参照：成⾧志向型の資源自律経済戦略（参考資料）

設計
循環配慮設計

製造
低炭素・低環境負荷ものづくり

販売
非所有消費市場、
セカンダリー市場の活性化

リサイクル
最適なリサイクルスキームの構築

回収
循環資源の広域回収

利用
⾧期利用・⾧寿命化

循環流通プラットフォームの構築

循環度の測定・情報開示

国際ルールの形成

ファイナンスの活用

サーキュラーエコノミーの取り組みはリサイクルだけではありません。
設計段階において、例えばリサイクルしやすい設計にすることも重要な要素です。例えば、

私どもが販売しておりますソアノールは、バリア性だけでなく、他の製品と一緒になっても
リサイクルができる点が非常に特徴的です。従いまして、一度すべての包装を剥がしてリサ
イクルする必要がなく、非常にリサイクルしやすい設計になっております。このような設計
もサーキュラーエコノミーへの重要な取り組みだと思っております。

また、製造段階でもなるべく私どもの製品を使うことで廃棄物を少なくする、いわゆる収
率を上げるといった取り組みもサーキュラーエコノミーの一環です。なるべく廃棄物が出な
いような設計や製造工程を進めております。私どものプロセスでも、できる限り収率を上げ、
廃棄物を減らし、出てきた廃棄物はもう一度リサイクルするようにしています。特に、炭素
繊維などでこのような取り組みを行っております。

さらに、その利用や回収の場面で、私ども自身がリサイクルするだけでなく、他の方々と
協力して進めていく取り組みも重要だと考えております。

このように、全体を通じたサーキュラーエコノミーの取り組みを進めていきたいと思って
おります。



具体的プロジェクトの進捗状況
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プラスチックの
ケミカルリサイクル – 油化

プラスチック循環

Mura Technology社から技術ライセンスを受け、
ENEOS社と油化事業を共同で実施



• ENEOS株式会社と共同で、使用済みプラスチックの油化設備を新設

• 原料となる使用済みプラスチックの確保のため、リファインバース株式会社と提携

三菱ケミカルグループ株式会社36

使用済みプラスチックの油化・ケミカルリサイクル事業

高品質
新品同等品質でのリサイクルが可能

汎用性
マテリアルリサイクルよりも幅広い廃プラを使用可能

具体的なプロジェクトについてご説明いたします。
まず1つは、プラスチックのケミカルリサイクルです。これは、原料のプラスチックをリ

ファインバースという廃棄物収集を行っている会社と組んで、きちんと廃棄物を集めるとこ
ろから始めます。私どもが単にリサイクルの部分だけを受け持つのではなく、回収し、それ
を最終的に製品としてお客様と一緒にチェーンを作っていく対応をしていきたいと思ってお
ります。特にこのケミカルリサイクルは、原料をもう一度非常にシンプルな油まで戻すもの
ですので、ほぼ新品同様の品質が確保でき、かつ何でも使える、ほぼ新品と同様に使用でき
るというメリットがあります。

マテリアルリサイクルは、既存のものの形状を変えるリサイクル方法ですが、この場合に
は同じものに戻っていくことが多いです。こういったマテリアルリサイクルと、もっと汎用
性のある高品質なケミカルリサイクルを組み合わせていくことが必要であり、特に鹿島で
行っているケミカルリサイクルはその汎用性が高く、最終的には多くのものをリサイクルし
て大きなループを作っていくことができます。



建設地： 茨城事業所

原料プラスチック処理能力： 年間２万トン

導入技術： 英国Mura Technology社 Hydro-PRT®技術

稼働開始： 2025年度～商業運転開始予定

三菱ケミカルグループ株式会社37

使用済みプラスチックの油化・ケミカルリサイクル事業

プラスチック油化
ケミカルリサイクルプロジェクト

現在のプラントの状況ですが、年間2万トンのプラスチックを処理する予定で、2025年度
には商業運転を開始したいと思っております。



太陽光・水・CO₂を用いた
ポリプロピレン製造の
事業化検討

CO2の原料化

地球と一緒に創るCO2循環ポリプロピレン

もう一つは、CCU事業です。二酸化炭素と水素から化学品を作る事業です。
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CO₂を原料とする化学品製造（カーボンリサイクルケミカル）
• 当社は、様々な化学品の原料となるプロピレンをメタノールから生産する技術「DTP®」を共同開発

• 他のルートでは目的生産が難しいプロピレンの効率的な生産が可能

CO₂

発酵 エタノール エチレンEtoE

FT合成

メタノール プロピレン DTP®

MTO

メタノール
合成

合成ガス

Ethanol to Ethylene

Methanol to Olefin

Dominant Technology for 
Propylene production

※日揮グローバル社との共同技術

水素

ナフサ分解
Fischer-Tropsch

エタノールルート

合成ガスルート

メタノールルート

(CO/H2)

CO

石油精製も必要

実は二酸化炭素を原料として化学品を作る方法はいくつかあり、エタノール、メタノール、
あるいは合成ガスなどさまざまなルートがあります。

今回私どもは、CO2からメタノール、水素からメタノールを作り、さらにそのメタノール
をプロピレンに変えるというプロジェクトを検討しております。私どもは、特にメタノール
からプロピレンを効率よく作る技術を有しておりますので、これを活用したプロジェクトを
考えております。
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CO₂循環ポリプロピレンの事業化検討
CO₂循環型の化学品・プラスチックの製造を目指し、アブダビの太陽光と水を利用したCO₂循環ポリプロピレンの

事業化を検討

アブダビでの
世界有数の
太陽光資源

将来的には焼却時のCO₂循環も可能に

CO₂循環ポリプロピレンの製造プロセス

グリーン水素再エネ

水

e-メタノール プロピレン

CO₂

使 用焼 却

  CO₂循環
ポリプロピレン

最終製品化

DTP®プロセス
（当社/日揮グローバル社 共同開発）

これは、アブダビの再生エネルギーからグリーン水素を作り、これとCO2を利用してポリ
プロピレンを作る計画です。また、このCO2由来のポリプロピレンを欧州市場で適切に販売
することを目指しております。関係者と議論を進めており、商業化を目指して努力している
ところです。



サステナビリティ推進体制
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*必要に応じて

サステナビリティ推進体制

• 執行役社⾧を委員⾧とするサステナビリティ委員会を設置

• 取締役会の監督のもと、当社サステナビリティに関する方針や関連事項の審議および、気候変動に関する取り組み

検討、諸活動の進捗モニタリング、統括を担う

取締役会

執行役会議

重要事項の審議の付議*

報告 監督

サステナビリティ委員会
委員⾧：執行役社⾧

委員：執行役等

事務局：サステナビリティ所管

コーポレートファンクション ビジネスグループ
協議

サステナビリティ所管

サステナビリティ企画部

コーポレート・サステナビリティ部

ビジネス・サステナビリティ部

サステナビリティ・ソリューション部

サステナビリティの推進体制についてご説明いたします。
サステナビリティは全社的に取り組むべき課題です。単純に事業所の燃料転換や一部のサ

プライチェーンでの対策だけでは不十分であり、各ビジネスに組み込んで進める必要があり
ます。そのためにはデジタル技術やファイナンスの仕組みも関与してきますので、全社的な
議論が必要です。

社⾧を委員⾧とし、委員は執行役等で構成される委員会を設置しました。この委員会から
執行役会議や取締役会に報告を行い、コーポレートファンクションとビジネスの一体的な推
進を図っております。



3 人的資本

目 次

執行役員
チーフヒューマンリソースオフィサー
田中 真彦
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人的資本｜人事戦略

求める人材

人事戦略を経営戦略に同期させ、人的資本の価値を最大化

1.  トップタレント、. ネクストトップタレント 。次世代および次 々世代のタレ ントプールをさ す
2  従業員意識調査における設定 項目への好意的回 答者の割合
3. pp = パーセンテージポイント 
4.  役員（社外取締役除く ）＋最上位グレードの 社員における 国際性（外国籍） 、女性、マル チキャリア（キャ リア入社）の いずれかの 要素を満たす人の 比率

 (FY23)  (FY29)

80pp369pp

誠実な挑戦をする人材
KAI T EKI実現に
付加価値をもたらす挑戦をする

尖った強みを持つ人材
高い専門性を持ち
チーム戦でも貢献できる

施策

権限委譲による挑戦機会の提供

組織を超えた「つなぐ」貢献を
適切に評価

役割、成果を重視する処遇制度

グローバルマネジメント人材の
育成

ダイバーシティ推進

目標

従業員エンゲージメント2

 (FY24) (FY30)

40%29%

意思決定層のダイバーシティ4

社内外の多様なタレントプールの
形成と育成

「つなぐ」人材
組織を超えた多様な連携を
リードできる

オーナーシップをもつ人材
自らの仕事に誇りと責任を持つ

加点主義を人事制度に色濃く反映

T T 人材、NTT人材1の育成制度
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こちらのページは新中期計画の説明の中でお示ししたものです。多くの要素を詰め込んで
おりますので、次ページ以降で詳細をお伝えいたします。
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FY29までに目指す状態

経営戦略・事業戦略と人事戦略の同期

グローバルでの最適な人材配置・登用

魅力ある
企業グループ

ポテンシャルが
最大化できる環境

リーンで
生産性の高い組織

成⾧や挑戦の場
多様な価値観の活用
高い心理的安全性

適切な権限委譲（オーナーシップ）
適切な要員管理

トップタレントが集まる場
高いエンゲージメント

本日のご説明内容

1)経営戦略・事業戦略と人事戦略の同期

2) グローバルマネジメント人材の
選抜・育成・登用

3) 人事制度改定
4) ダイバーシティ推進

5) エンゲージメント向上

三菱ケミカルグループ株式会社

CHROミッション

グループに集う人材の持つ力の最大化を通して、KAITEKI Vision 35/新中期経営計画の実現に貢献する。

CHROミッションは「グループに集う人材の持つ力の最大化を通して、KAITEKI Vision 
35/新中期経営計画の実現に貢献する。」というものです。

このミッションを果たすために重点的に取り組む事項が左側の5つの柱になります。
１つ目が、経営戦略・事業戦略と人事戦略の同期を図ることです。
２つ目が、グローバルでの最適な人材配置・登用を実現することです。
３つ目が、ポテンシャルが最大化できる環境を整備することです。もう少しお話しさせて

いただくと、当社にはポテンシャルを持った従業員が多くいます。そのような従業員に成⾧
の場を提供すること、多様な価値観を活用すること、心理的な安全性の高い職場とすること
です。

４つ目が、魅力ある企業グループを構築することです。世の中のトップタレントが集まる
企業グループでありたいですが、その前提としては現在の従業員のエンゲージメントが高い
状態で働いていることが重要です。

５つ目が、リーンで生産性の高い組織を作り上げることです。具体的には、適切な権限移
譲によって力のある従業員がオーナーシップをもって活躍できる環境を作りたいと思います
し、適切な要員管理ができている会社にしたいと考えています。



経営戦略・事業戦略と
人事戦略の同期
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１）経営戦略・事業戦略と人事戦略の同期

 a) HRビジネスパートナー部の設置（’24.7.1付）

• 人事部門と各事業部門の関係性の密度向上

• 事業戦略実現のための人事戦略の立案・実行

 b) 事業ポートフォリオと人材ポートフォリオの「連動」

• 各ポジションに必要なスキル/個人の保有スキルの明確化/可視化 @Workday

• 管理職人事制度の改定

 c) 人事施策の全経営幹部での討議

• 重要施策は経営幹部で徹底して議論

経営戦略・事業戦略と人事戦略の同期についてご説明いたします。
まず、HRビジネスパートナー部の設置です。もともと、各ビジネスグループごとに担当人

事を置いていました。これを「部」に昇格させ、専任の部⾧を置いております。人事部門と
各事業部門の関係性を向上させるとともに、事業戦略実現のための人事戦略を事業部単位で
立案・実行していきます。

２つ目は、事業ポートフォリオと人材ポートフォリオの「連動」です。各ポジションに必
要なスキルと個人の保有スキルを明確化および可視化するために「Workday」というシステ
ムを活用し、グローバルな適材適所の推進、社内に足りていない人材層の明確化及び外部採
用に繋げていきます。管理職人事制度の改定も行います。

３つ目は、人事施策の全経営幹部での討議です。新体制の発表以降、様々な議論を行って
いますが、その中で人事からのプレゼン時間が一番⾧くなっています。人事制度がうまく機
能するかどうかは、経営陣と従業員が制度に納得して、制度をツールとして活用できている
かいるかが大事です。重要施策は経営幹部で徹底して議論しています。
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１）経営戦略・事業戦略と人事戦略の同期

将来

日常

人材
（ソフト）

プロセス
（ハード）

Dave Ulrich Model of HR

戦略
パートナー
（HRBP）

変革
エージェント

管理
エキスパート

従業員
チャンピオン

各事業の戦略パートナーとして、
人材・組織・リーダーシップ等の   
人事戦略面で強力にバックアップ

 a) HRビジネスパートナー部の設置（’24.7.1付）
• 人事部門と各事業部門の関係性の密度向上

• 事業戦略実現のための人事戦略の立案・実行

この図は人事施策の議論では良く使われるものですが、人事戦略の四象限と呼ばれる物で
す。

どの象限も大事なのですが、事業戦略との同期という観点では、左上が重要となります。
将来に向けたプロセス管理に着目した取り組みが重要です。「戦略パートナー」としての位
置付けを強化していきます。従来、日本企業はここが弱いと呼ばれていましたが、ここを
きっちりと強化していきます。
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１）経営戦略・事業戦略と人事戦略の同期

一般社員

マネジメント
グレード

スペシャリスト
グレード

管理職の人事制度をシングルラダーからダブルラダーへ見直しを検討中
 “尖った強み”で戦略を実現
 従業員のスペシャリストとしてのキャリアを支援
 高度専門人材の採用力向上

一般社員

管理職人事制度変更の検討

 b) 事業ポートフォリオと人材ポートフォリオの「連動」
• 各ポジションに必要なスキル/個人の保有スキルの明確化/可視化 @Workday

• 管理職人事制度の改定

事業ポートフォリオと人材ポートフォリオの「連動」についてですが、人事制度改革につ
いて触れたいと思います。

現在、管理職の人事制度をシングルラダーからダブルラダーへ見直しを検討中です。現行
の制度はマネジメントグレードを中心としたシングルラダーですが、スペシャリストが評価
されにくいという難点がありました。これを、マネジメントとスペシャリストのダブルラ
ダーにすることを検討しております。

マネジメントも重要なのですが、今回の中計で掲げております「尖った強みを持った人
材」を適切に評価・処遇するためには、スペシャリストグレードというものを設けるべきだ
と考えています。また、デジタル系の人材をはじめとした高度専門人材の採用力の向上にも
つながるような設計をしたいと思っています。

こちらの制度は2025年の秋には導入したいと考えています。



グローバルマネジメント人材の
選抜・育成・登用
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２）グローバルマネジメント人材の選抜・育成・登用

部門推薦 議論・共有 育成プロセス 評価・確認 部門推薦

ａ）タフアサイン (e.g. グループ会社経営）

ｂ）視野を広げるアサイン
(e.g.国/事業・部門を超えた異動)

① 仕事を通した育成

ａ）外部派遣 （外部との切磋琢磨）
ｂ）インハウス （内部知見の蓄積）
ｃ）自己学習

② 研修・教育

③ メンタリング

 上司

 役員（含む社外取）

 第三者評価

経営幹部での討議

 トップタレント/

ネクストトップタレント

 サクセッションプラン

要件設定
 （経験・行動特性等）

グローバルマネジメント人材、言い換えますと、将来の会社を担う人材についての選抜育
成登用の一覧の流れになります。

当社はグローバルに展開しており、最も適切な人材を選び、育成し、登用していくという
流れは、会社の成⾧発展のために非常に重要な取り組みだと認識しております。

内容についてですが、まずは部門推薦をいただき、その結果をもとに執行役・執行役員間
で議論し、共有します。そして、育成プロセスに入り、結果の評価確認をして、さらにまた
部門推薦につなげる。こういった一連の流れを考えております。この部門推薦を受けた人材
につきましては、現在トップタレント・ネクストトップタレントと名付けており、人材プー
ルを定義しています。このタレントプールへのエントリー方法やエントリーされた人材をど
のように育成していくのかにつきましては、要件定義を作成し、必要な経験を明確化いたし
ました。タレント人材に何が足りていないのかを個人ごとに明確にするために、タレント
カードも作成しています。そのカードを基に、どのような経験を積んでもらうのかを計画し
ております。例えば、視野を広げるために海外での経験が必要であれば、そのような計画を
立てています。また、研修教育に関しましても、外部派遣とインハウスのバランスを考慮
し、計画を進めております。

これらの取り組みにより、育成を図っていきたいと考えております。 
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トップタレント(TT)
1～5年後の役員候補（25名程度）

ネクストトップタレント(NTT)
6年後以降の役員候補（25名程度）

各BG*/FU*/リージョン 幹部候補人材
• BG/FU、リージョンにて人材把握
• 上記取り組みを参考に推進

経
営
層
タ
レ
ン
ト
プ
ổ
ル

２）グローバルマネジメント人材の選抜・育成・登用

* BG: Business Group   FU：Function

タレントプール全体像 

• 個人別タレントカード作成
 実績、強み/弱みの棚卸と共有

• 要件定義表（後述）に基づいた育成計画
• 研修プログラムへの派遣

タレントプールの全体像です。
トップタレントは1年から5年後に役員になれる候補者が約25名います。その次に、ネクス

トトップタレントは6年後以降に役員になれる候補者が同じく約25名います。
個人別のタレントカードを作成し、実績や強み・弱みを棚卸しして共有しています。その

上で、要件定義表に基づいて育成計画を作成し、研修プログラムへの派遣を行う。このよう
な取り組みを行っております。



固有の特性

後天的に獲得
しやすい

推
薦
要
件

育
成
指
針

登
用
要
件

２）グローバルマネジメント人材の選抜・育成・登用

経営人材の要件定義表に基づき、TT/NTTの対象者を選抜し育成計画の立案を行う

概要要素

・学ぶ意欲、仕事への情熱
・業務実績 等資質

・コンピテンシーを元に作成
例）戦略的思考、判断能力、等行動特性

・役員になるにあたって必要な経験
例）複数の異なる事業部門・機能部門の経験経験

・ファイナンス/コーポレートガバナンススキル・
知識

三菱ケミカルグループ株式会社53

こちらが要件定義表の構成です。
左側に資質、行動特性、経験、スキル・知識の要素を並べています。右に書いてあるよう

に、上に行けば行くほど比較的固有の特性、下へ行けば行くほど後天的に獲得しやすいもの
としています。上半分を推薦要件、下半分を育成指針としており、全体を見て登用を考える
仕組みになっています。



人事制度改定
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３）人事制度改定

 a) “つなぐ”人材の育成・評価、加点主義

• 評価制度の見直し

• 新制度の浸透及び運用力向上

• ほめる土壌作り

b) 役割を重視する処遇制度

• 組織への貢献や職責をより適切に評価するため、個人の持つスキル、経
験・知識から期待される役割をグレード・等級へ反映

ポテンシャルの最大化というカテゴリーに照らしながら、人事制度改定についてご説明申
し上げます。

１つ目が、「つなぐ」人材の育成評価の加点主義に関してです。
２つ目が、役割を重視する処遇制度についてです。
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 “つなぐ”人材の育成・評価、加点主義

目 的

“つなぐ”人材の育成・評価、加点主義の浸透、文化の醸成

ア ク シ ョ ン

 評価制度の見直し

• 「つなぐ行動」や「挑戦」の評価を制度に組み込む

• 期初目標の達成だけでなく、年間の「貢献の総量」で評価（加点しやすい制度）

 新制度の浸透及び運用力向上

• 制度の周知・浸透を図り、MBO*研修も強化

 ほめる土壌作り

• 社⾧表彰の再スタートやポータルサイト上の「ほめるコーナー」の設置など

例：ポータルサイト「ほめるコーナー」の設置、社⾧表彰

* MBO: 目標管理面談

中期計画の重要なキーワードは「つなぐ」です。
当社には多種多様な技術、あるいは事業の知見を持った人材がいますが、それぞれが別個

に動くのではなく、つながることで総合化学ならではの新しい付加価値を生み出していける
と考えております。そこで実行するのは人ですので、その人材をどう評価するかを人事制度
にも組み込むことで現在検討しています。 

「つなぐ」取り組みについてもう少し申し上げますと、例えば日本ポリケムで行っている
ポリプロピレンのコンパウンド技術を、エンビ系のコンパウンドやMMAのポリマーに横展
開することです。これは会社として組織やプロジェクトを作ることで進めていきます。従っ
て目標を設定して評価を行うプロセスは比較的容易です。

しかし、これだけではなく、会社の隅々まで日常業務に落とし込んでいくためには、加点
主義とも絡んでおりますが、これを浸透させるとともに、もう一工夫が必要だと考えていま
す。例えば、目標を達成することは非常に重要ですが、それにとどまらず、年間の貢献の総
量で評価するような制度を取り組むことで、評価制度の見直しにも取り組んでいます。

また、人事制度に関しましては、制度設計よりもその制度が従業員の皆さんに納得され、
運用がきちんと回るかが非常に大事だと思っていますので、制度の周知と徹底を図っていき
たいと思います。さらに研修においても、従業員の皆さんがどうやって目標を立てて、それ
を達成するのかについての研修強化を進めております。

最後に、褒める土壌づくりについてです。加点主義を浸透させるためにも非常に重要な取
り組みと考えており、例えば社⾧表彰に関しましてもここ数年ストップしておりましたが、
本年度再スタートし、すでに3件確定しています。来月には表彰式を行う予定です。こうし
たことも含めて、褒めるコーナーをポータルサイトの目立つところに作り、社外で表彰を受
けた事例などを共有しています。
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職務主義職能主義

非職位者

職位者

職位者

非職位者 従来の
制度

新制度

運転員

運転員

組織への貢献や職責をより適切に評価するため、
個人の持つスキル、経験・知識から期待される役割をグレード・等級へ反映

※管理職については検討中

役割を重視する処遇制度

年齢
潜在能力

発揮能力

経験

意欲

「人」要素 「仕事」要素

学歴

役割 職務

三菱ケミカルグループ株式会社

人事処遇制度の中で何を評価するかについては、さまざまな制度設計が可能です。こちら
に示す通り、左へ行くほど人の要素が強いもの、例えば年齢や学歴などが評価されます。一
方、右へ行くほど仕事の要素が強く、どんな仕事をしているかが評価の軸になります。

今回の制度改定にあたっては、真ん中よりも右、すなわち職務主義を基本とする方針です。
従来の制度は一番右に振り切れたものであり、非職位の方たちも含めて職務重視でしたが、
もう一歩左に寄せるべきだと考え、制度設計を進めています。例えば、運転員の人事制度改
正についてですが、入社2年目の運転員と、20年や30年の経験を持つ運転員が同じ等級に分
類されていました。運転員としての役割は異なるため、これを等級に反映させる制度に改め
ています。

この取り組みは非職位の管理職にも同様に適用されます。現在、新卒採用者と経歴者の割
合は半々ですが、新卒を採用し、会社できちんと育成することも非常に重要な取り組みだと
考えています。役割主義を取り入れることで、スキルや知見の成⾧、期待できる役割の向上
を評価していきたいと考えています。



ダイバーシティ推進
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４）ダイバーシティ推進

 a) 意思決定層のダイバーシティ

• 意思決定者の多様性を高め、多様な視点からの意見を活用する

b) 女性の活躍推進（管理職比率の向上）

• 「人を活かす経営」の一環として女性従業員のさらなる活躍を支
援するとともに、柔軟な働き方への意識を高め、従業員一人ひと
りがさまざまな形で活躍できる基盤を形成

意思決定層のダイバーシティと一般管理職層の女性の活躍推進についてお話しさせていた
だきます。



60 三菱ケミカルグループ株式会社

意思決定層のダイバーシティ

意思決定者の多様性を高め、
多様な視点からの意見を活用するために、

 前述のTT/NTT育成の取り組みに合わ
せ、個人別のタレントカードの作成、
要件定義に基づいた育成を進める

 継続的に外部の優秀な人材を採用

2024年度 2030年度目標

29%

40%

役員＋社員の最上位グレード従事者
（経営上の重要な意思決定に加わる人材）対象

女性、外国籍、マルチキャリアダイバーシティ属性の定義

３０年度末までに４０％以上目標数値

意思決定者の多様性を高め、多様な視点からの意見を活用することを目的としておりま
す。

数値目標は、現在29%を40%にまで引き上げることを目標にしております。計算の分母は
執行役及び執行役員、それから社員の最上位グレードの従事者としております。また、ダイ
バーシティ属性の定義は女性、外国籍、マルチキャリアとしております。

この推進の取り組みに関しましては、前述のトップタレントおよびネクストトップタレン
トの育成取り組みと同様に、候補者個人を特定し、個人別のタレントカードを作成して要件
定義に基づいた育成を進めております。並行して、外部の優秀な人材を採用することも合わ
せて行っております。
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三菱ケミカル株式会社 女性の活躍推進（管理職比率の向上）

現 状

10年以上前から取り組むも、課⾧級以上 5.0％、係⾧級以上8.8％ と道半ば

ア ク シ ョ ン

 女性社員割合増に向け進学前・就職活動前の若年層へのアプローチ強化

 全従業員向けにアンコンシャスバイアス研修を実施

 組織風土醸成に向けたイベントの継続開催

 活躍阻害要因の再度洗い出し
えるぼし くるみん D&I AWARD

（ベストワークプレイス）
PRIDE指標

（GOLD）

社内環境や制度の整備状況に対する外部評価

女性の活躍推進に関しましては、以前から取り組んでおり、「えるぼし」、「くるみ
ん」、「D＆Iアワードのベストワークプレイス」、そして「LGBTQプラスに関するプライド
指標のゴールド」を獲得するなど、環境や制度面では整ってきていると認識しております。
ただ、数字に関しましては、課⾧級以上が5%、係⾧級以上が8.8%で、まだまだ道半ばだと
思っております。従業員全体では女性が16%おりますので、これらの数字はまだまだ改善の
余地があると考えております。

具体的なアクションについては、1つ目は、少し⾧期的な取り組みになりますが、母集団
を増やすために進学前や就職活動前の若年層を会社に招待し、女性社員の皆さんと話をして
もらって、当社の魅力を感じてもらう場を設けております。また、全従業員向けのアンコン
シャスバイアス研修や、組織風土醸成に向けたイベントの継続開催などを行っております。
来週からは「D＆Iイベントウィーク」と称したイベントも予定しております。

活動阻害要因についてですが、現在従業員全体で女性が16%いるのに対し、新卒学卒では
30%ぐらいが女性となっております。それに比べて管理職の比率が低いのは、10年以上前の
採用比率が影響していることもありますが、何か活動を阻害している要因があるのではない
かと考えております。これを解消するために、数年前に行った調査を再度実施し、活動阻害
要因を洗い出してこれを取り除いていくことを考えております。



エンゲージメント向上
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68 68 69

FY21 FY22 FY23

従業員エンゲージメントの停滞

• 従業員意識調査における設定項目への好意的回答者の割合が停滞

• 特に好意的な回答者が少ない設問
「三菱ケミカルグループは経営理念の実現に向けて着実に進んでいると思う」 
「三菱ケミカルグループの経営理念を大いに支持している」

現状認識

FY18 FY19 FY20 FY21 FY22 FY23

自己都合退職率の上昇

• 2020～2023年度にかけて、退職率が大幅に上昇
⇒有為な人材の流出、プラント安全・安定運転への懸念

• 退職率上昇の要因
• 石化・炭素事業のカーブアウトを含む経営方針への不安感
• 人事制度の変更に対する納得感の欠如・不満

三菱ケミカル株式会社籍従業員
自己都合退職率推移

エンゲージメントの向上について、まず、現状認識から申し上げます。
現在、課題として捉えておりますのは、従業員エンゲージメントのスコアの停滞と自己都

合退職率の上昇です。
従業員エンゲージメントに関しましては、従業員意識調査を行っておりますが、現在、59

問の設問の中から9問を従業員エンゲージメントと定義し、このスコアを取り出しておりま
す。グラフをご覧いただければ一目瞭然ですが、過去3年、伸び悩んでおります。特に、絶
対値の低いスコア、また対前年比で低いスコアが目立ちます。具体的には、「経営理念の実
現に向けて着実に進んでいると思うかどうか」、「経営理念を大いに支持しているかどう
か」、のスコアが足を引っ張っております。

もう一つは、自己都合退職率の上昇についてです。2020年度から2023年度にかけて、退
職率が大幅に上昇しました。これにより、優秀な人材の流出やプラントの安全安定運転に対
する懸念が生じるなど、非常に大きな問題と捉えております。退職率上昇に関しましては、
どうしても一定数の退職者は発生しますが、この上昇の原因は石化炭素事業のカーブアウト
を含む経営方針に対する不安感や、人事制度の変更に対する納得感の欠如、不満があったと
分析しております。
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目的 従業員がポテンシャルを最大限に発揮し、
より高い創造性と生産性を達成

５）エンゲージメント向上策

目標

80pp*69pp

従業員エンゲージメント1

*pp = パーセンテージポイント

アクション

① 新経営方針の周知浸透

② 人事制度上の課題の洗い出し・見直し

③ サーベイ結果を踏まえた好事例の横展開

1  従業員意識調査における設定 項目への好意的回 答者の割合

従業員エンゲージメント向上策です。
まず目標設定に関しましては、現在のスコアは69ポイントですが、これを80ポイントま

で引き上げたいと考えています。この数字は、調査会社によりますと、グローバルで優良な
企業が目指すべき水準だとされています。こうしたアドバイスもあり、80ポイントを目指す
ことといたしました。

具体的なアクションに関しましては、まず経営理念に関する賛同が低いことに対する対策
として、新経営方針の趣旨をしっかりと伝えることが重要だと考えています。また、人事制
度の課題に関しましては、現行の制度の問題点を洗い出し、見直しを進めていきます。そし
て、サーベイ結果を各職場でどのように活かすかについても検討しています。これに関して
は、職場の課⾧が悩んでいるケースが多いため、事例を横展開するなどの支援も行っており
ます。
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 CEOによるタウンホールミーティング、拠点訪問、個別対話会、等の実施回数（2024年4月以降）

2025年1月～10月～12月7月～9月4月～6月対象者エリア内容

21全社グローバルグローバルTHM

1全社グローバル新経営方針対話会

213年代ごとに実施本社個別対話会

4768全従業員国内事業所・関係会社
拠点訪問・THM

3132RHQメンバー、
各BG／FU責任者、等海外Region

合計 44回（開催予定込み）

５）エンゲージメント向上策

① 新経営方針の周知・浸透のためのタウンホールミーティング

 事業部門・共通部門によるタウンホールミーティング
各所管役員が所属員に対し、KAITEKI Vision 35や新中期経営計画2029、自部門の目指していく姿・方向性について直接説明

新経営方針の周知・浸透に関しましては、動画や文書の共有だけでなく、対面での質疑応
答を含む直接の対話が重要だと考えています。

CEOが自ら出向いて行うタウンホールミーティングを、今期は海外も含めて44回の対話会
を開催しています。

また、部門ごとにもタウンホールミーティングを開催し、各所管役員が自部門の目指す姿
や方向性について直接説明を行っています。
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① 新経営方針の周知・浸透のためのタウンホールミーティング

５）エンゲージメント向上策

タウンホールミーティングの様子を写した写真です。
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運 転 員 の 人 事 制 度
課題 運転員個々人の持つスキル、経験・知見が評価されない

海 外 駐 在 員 の 派 遣

ア ル ム ナ イ 採 用
リ フ ァ ラ ル 採 用

５）エンゲージメント向上策

② 人事制度上の課題の洗い出し・見直し 人材の確保、流出の抑制に繋がっている

対応策 期待される役割を等級へ反映できる制度へ変更（’24.8 労組申し入れ⇒‘25.4導入)
子どもに対する手当についても労組協議中

課題 海外駐在員 一律削減の方針 ⇒成⾧機会の減少、退職の動機になり得る

対応策 適所適材や育成を考慮した配置へ見直し

課題 退職率の上昇に端を発した要員不足

対応策 アルムナイ・リファラル採用の制度化 ⇒24年10月制度化、12名の採用決定

人事制度改定に関して3つのポイントを挙げております。
運転員の人事制度に関しては、人事制度改定のパートで先ほどご説明させていただいたこ

とと重複しますが、対応策として期待される役割を等級に反映できる制度に変更しておりま
す。今期に入りまして制度の検討を開始し、8月に労組への申し入れを行いました。2025年
4月の導入に向けて、周知に時間をかけております。制度設計よりも周知の方が重要である
と考えています。等級や制度の趣旨をきちんと理解していただくことに時間をかけています。
現在の制度移行時に子ども手当を廃止しましたが、特に子育て層である30代、40代の中堅
層、運転員も含めて、同業他社に負けてしまう部分もありました。そのため、子ども手当に
ついては労組と協議を進めています。

海外駐在員の派遣に関しまして、以前の経営陣の決定により日本人の海外駐在人数を一律
削減しようとしましたが、これに伴い成⾧機会が減少し、退職者が発生しました。適所適材
が第一であるべきですし、育成や相互理解の観点からも、日本人が海外に行くことや海外か
ら日本に来てもらうことは非常に重要です。そのため、育成を考慮した配置の見直しを行っ
ています。

それから、アルムナイ採用、一度辞めた方についても戻ってきていただきたいと考え、さ
らにリファラル採用も良い人がいたら紹介してくださいと、正式に10月に制度化しました。
この制度を利用してすでに12名の方が採用決定されています。
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課題

68

「コミュニケーション」「情報伝達」のエンゲージメントスコアが低い

５）エンゲージメント向上策

③ サーベイ結果を踏まえた好事例の横展開

対応

Step1：グループの問題点を全員ヒアリング

Step2：実行
・情報伝達の場を設ける
・グループ員で、安全について意見を出し合う場を定期開催
・グループ員にそれぞれ役割を持ってもらい、自主的な活動を促進

e.g.)試薬管理、実験台/備品整理

Step3：改善状況をヒアリングして次のアクションへ

結果 「コミュニケーション」のエンゲージメントスコアが+44など大きく改善
モチベーションが向上し、オーナーシップ強化に繋がった

新任のグループリーダーが職場改善に取り組み、エンゲージメントが改善した事例を社内横展開

サーベイ結果を踏まえた好事例の横展開についてです。
各職場ではサーベイ結果を受けて改善に取り組む際、どのように取り組んだら良いのか、

悩んでいるところがあります。そこで、スコアが改善した職場がどのようなアクションを
取ったのかについて情報共有を行っております。

こちらに具体的に書いておりますのは、私が以前おりました日本ポリケムの研究開発の一
グループでの事例です。簡単にご紹介いたします。

意識調査の際に新任のグループリーダーがコミュニケーションや情報伝達のエンゲージメ
ントスコアが低いことに非常に強い問題意識を持ちました。まずは、グループの問題点を全
員にヒアリングし、それをもとに情報共有が悪いなどの結果が出たため、情報伝達の場を設
けたり、グループ員で安全な場で意見を出し合う場を定期開催したり、グループ員にそれぞ
れの役割を持ってもらい自主的な活動を促進するなどの取り組みを行いました。その後、改
善状況をヒアリングし、次のアクションに繋げるといった活動を行いました。その結果、コ
ミュニケーションのエンゲージメントスコアが44ポイント改善しました。

このアクション自体は非常にオーソドックスで、どの職場でも真似できる内容です。だか
らこそ、このような取り組みでも改善ができるということを共有することで、多くの職場で
生かしていただけると考えています。従って、これを社内のポータルで掲載したり、ウェビ
ナーを開催してグループリーダーに登場してもらったりして、横展開を図っています。

今後もこのような取り組みを続けてまいります。
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グ ル ー プ に 集 う 人 材 の 持 つ 力 の 最 大 化 を 通 し て 、

K A I T E K I  V i s i o n  3 5 / 新 中 期 経 営 計 画 2 0 2 9

の 実 現 に 貢 献 し て ま い り ま す

三菱ケミカルグループ株式会社



4 ガバナンス

目 次

執行役エグゼクティブバイスプレジデント
ゼネラルカウンシル
藤原 謙
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コーポレートガバナンス

取 締 役 会 の 実 効 性 向 上 に 向 け て
 指名委員会等設置会社における取締役会の機能・役割

 執行側の経営判断・プロセス及び執行状況をステークホルダーの視点も踏まえモニタリング・監督
 経営陣による適切な経営判断を後押し

 機能・役割を果たすべく、取締役会の独立性の確保（社外取締役が過半数）と共にさらなる多様性の向上をめざす

 社 外 取 締 役 に 対 す る 重 要 案 件 の 事 前 説 明 等 も 取 り 入 れ 、 取 締 役 会 の 議 論 ・ 質 疑 は 着 実 に 深 化
 ポ ー ト フ ォ リ オ 、 中 期 経 営 計 画 の 進 捗 や 重 要 案 件 に つ い て の 議 論 が 増 加 す る 中 で 、 多 様 な ス キ

ル を 有 す る 社 外 取 締 役 を 中 心 に い か に 経 営 陣 と 建 設 的 な 議 論 が で き る か が 課 題

単 な る モ ニ タ リ ン グ ・ ボ ー ド で は な く 、 当 社 グ ル ー プ の 事 業 戦 略 の 現 状 に 則 し た 建 設 的 か つ
具 体 的 な 議 論 を 行 う 取 締 役 会 を 構 築 し 経 営 陣 の ア ク シ ョ ン に 「 つ な げ る 」 こ と で 、 グ ル ー プ
の 企 業 価 値 ・ 株 主 価 値 の 向 上 に 貢 献 す る

現状・課題

 取締役どうしが「つながる」：取締役間の信頼関係に基づく建設的な議論
 取締役会と法定の３委員会が「つながる」：各会議体の機能・役割を踏まえた効率的な運営
 取締役会と経営陣が「つながる」：経営陣と協働してアジェンダを設定しメリハリのある議論

取 締 役 会 の 実 効 性 向 上 ： 「 つ なぐ 」

３つの
「つなぐ」

企業価値向上へ
「つなぐ」

ガバナンスの範囲は非常に広いですが、特に取締役会の実効性の向上について焦点を当て
ます。

キーワードである「つなぐ」についてお話を始めます。私自身、取締役の一員として取締
役会を実際に経験しております。この経験に基づき、現状の課題認識と実効性向上の方法に
ついてお話しします。

まず、「つなぐ」というキーワードには3つの意味が含まれています。
1つ目は、取締役同士が「つながる」ことです。1つの議案に対し、質疑応答が一問一答形

式になってしまい、それ以上の議論に発展しないことが課題として挙げられます。つまり、
他の取締役、特に社外取締役との意見交換が十分に行われず、質疑応答が終わるとすぐに次
の質問に移ってしまうのです。このような状況から、つながってはいるが、面状に拡がって
いないように感じます。私は、質疑応答がもっと広がりを持って展開されることを希望して
おります。

この現象の一因として、アジェンダの設定が複雑であることが考えられます。現在、変革
の時代にあり、例えば田辺三菱製薬譲渡に関する案件やアメリカのMMAに関する案件など、
執行からの持ち込み案件が多くあります。そのため、執行側や事業を推進している立場の人
間の方が、社外取締役よりも知見や背景事情を理解しているため、あまり議論にならない。
知見を深め、理解を深めてもらうために事前説明を入れましたが、理解が深まった分だけ質
問がマニアックになることがあります。また、事前説明も個別に行う場合があり、その場合、
他の人が何を言っているのか分からないことがあります。このような点から、一つ工夫が必
要だと感じております。

2つ目、法定の3委員会が「つながる」ことについてですが、我々は指名委員会等設置会社
であり、3つの委員会がそれぞれ取締役会の下部機構として機能を果たしております。取締
役会そのものと、委員会同士のつながりが若干足りないと感じております。監査委員会は、
実際に執行の場で起きていることを一番よく知っております。良い話も悪い話も含めてです。



す。良い話としては、これがサクセションプランにもつながってくるのですが、彼らは執行
役全員と期中と期末に年2回、個別のヒアリングを行っています。そこで執行役の状況や問題
意識、ケイパビリティをある程度理解しているわけです。これが指名委員会とうまくつなが
れば、サクセションプランにとって有効な情報が監査委員会にあり、それが指名委員会で共
有されないといった状況を改善できると考えます。もちろん、悪い話もホットラインなどを
通じて監査委員会に入ってきますので、情報共有の重要性が増します。そのため、全体で情
報を共有し、取締役会の場でそれが紹介されるといった取り組みが必要だと考えております。
これにより、取締役会の実効性も高まるでしょう。執行役の選任というのは最終的に取締役
会の決議事項ですので、情報の共有がより実効性を持ち、本来の機能を果たすために役立つ
のではないかと考えております。

3つ目がおそらく一番重要で、取締役会と経営陣が「つながる」ことです。実効性向上のた
めには、この点が非常に重要です。具体的には、取締役会の議論が経営陣の具体的なアク
ションにつながることが大切だと考えております。そのためには、どのようにすれば良いの
かを考える必要があります。1つは先ほど申し上げたアジェンダセッティングです。執行側か
らの持ち込み案件であれば、議論があまり発展しないパターンが多いです。例えば最近発表
した田辺三菱製薬譲渡に関する案件について言えば、当然大きな話で、最終的に株主総会の
決議も必要なため、議論が進んでいる段階ごとに取締役会へのレポートはアップデートされ
ました。しかし、根源的にこの会社の中にファーマ事業があることについての是非論などの
話はあまりなされず、所与の前提で売却案が進んでいきました。それは仕方がないことだと
思いますが、いずれにしてもアジェンダセッティングのところで、もう少し実効性向上の観
点から改善が必要です。先ほどの一対一の一問一答にならないようにするためには、もう少
しグローバルアジェンダの考え方を持つことが重要です。多様な背景を持つ人々が議論に参
加できるアジェンダセッティングが必要だと思います。そして、社外取締役が何をすべきか
考えたときに、CEOが正しい方向で変革や戦略を展開しようとしている時にはその背中を押
すことが重要です。リスクがあればそれを指摘し、正しい方向であれば支援することが求め
られます。これこそが1つの役割です。また、執行側からの持ち込み案件はプロジェクト型の
ものが多いですが、そういった案件については執行に任せるべきです。指名委員会を設置し
ている以上、監督と執行を分けているわけですから、大幅な権限委譲の中で取締役会はもっ
と⾧期的な視点を持つべきです。例えば、会社の10年後、20年後の姿について議論を展開し、
その議論を言いっぱなしにせず、自分が社⾧であればこうするという議論が求められます。

そういう意味で、先ほど申し上げたアジェンダセッティングともう一つの実効性向上の
ファクターとしては、やはりスキルマトリックスが必要だと感じております。今申し上げた
ような⾧期的な会社の姿について議論するためには、経営者を経験されたようなバックグラ
ウンドを持つ方が求められると考えます。 もちろん、多様性も重要ですが、形ばかりの多様
性ではなく、一定のフレームワークを決めた上での多様性を持つことがスキルマトリックス
の設定に必要だと感じております。

このような取り組みを通じて、最終的に取締役会の提言が経営陣の具体的なアクションに
つながり、企業価値や株主価値の向上を図っていきたいと考えております。



Mitsubishi Chemical Group Corporation


